
１．一般状況

（１）保険者数、世帯数及び被保険者数

表－１　年度別世帯数及び被保険者数 （各年度末現在）

計 一 般 退 職

25 176,606 312,971 296,514 16,457 1.77 1,012,236 30.9

26 173,882 304,522 291,034 13,488 1.75 1,003,730 30.3

27 169,893 293,727 284,029 9,698 1.73 994,317 29.5

28 164,017 278,877 273,408 5,469 1.70 984,689 28.3

29 158,924 266,190 263,673 2,517 1.67 975,074 27.3

25 172,944 1.77

（一般） 162,030 1.79

（退職） 10,914 1.51

26 170,262 1.75

（一般） 161,086 1.77

（退職） 9,176 1.47

27 166,311 1.73

（一般） 159,534 1.74

（退職） 6,777 1.43

28 160,480 1.70

（一般） 156,488 1.71

（退職） 3,992 1.37

29 155,447 1.67

（一般） 153,494 1.68

（退職） 1,953 1.29

25 3,662 6,652 6,652 - 1.82

26 3,620 6,511 6,511 - 1.80

27 3,582 6,385 6,385 - 1.78

28 3,537 6,232 6,232 - 1.76

29 3,477 6,065 6,065 - 1.74

（注）世帯数、被保険者数は、年報Ａ表、Ｅ表による。

人口は、1月1日現在の住民基本台帳人口による。

　平成29年度末における保険者数は、市町村30（9市、20町、1村）と国保組合
3（医師、歯科医師、薬剤師）の合計33保険者である。
　各年度末における世帯数及び被保険者数の状況は、表－１のとおりである。
　被保険者数や県人口に対する国保加入割合は、年々減少し続けている。
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（２）被保険者数の増減

図－１　年度別世帯数及び被保険者数

　表－２は、被保険者の増減状況を異動事由別にみたものである。
　平成29年度は昨年度までと同じく、被用者保険の資格喪失による増加が最も多
く、24,273件となっている。
　増減差を見ると、昨年度に引き続き、後期高齢者医療制度への加入が最も大き
く影響している。

　（注）被保険者数及び世帯数は、各年度末現在の数値である。
　　　　出典：各年度事業年報Ａ表
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表－２　年度別異動事由別にみた被保険者の増減状況（市町村分）

（単位：件）

転 入 6,843 6,571 6,385 6,031 5,912

社 保 離 脱 28,652 27,298 26,747 25,313 24,273

生 保 廃 止 731 570 630 690 630

出 生 1,410 1,308 1,154 1,047 967

後期高齢者離脱 11 9 25 152 22

そ の 他 3,748 3,278 3,652 2,929 1,526

計 41,395 39,034 38,593 36,162 33,330

転 出 6,463 6,509 6,589 6,128 5,654

社 保 加 入 24,479 24,620 24,842 26,625 23,806

生 保 開 始 1,435 1,268 1,338 1,156 1,156

死 亡 1,854 1,890 1,783 1,714 1,631

後期高齢者加入 9,303 9,639 11,103 12,034 11,334

そ の 他 3,669 3,571 3,741 3,328 2,385

計 47,203 47,497 49,396 50,985 45,966

転 出 入 380 62 △ 204 △ 97 258

社 保 と の 異 動 4,173 2,678 1,905 △ 1,312 467

生 保 と の 異 動 △ 704 △ 698 △ 708 △ 466 △ 526

自 然 増 減 △ 444 △ 582 △ 629 △ 667 △ 664

後期高齢者医療
制 度 と の 異 動

△ 9,292 △ 9,630 △ 11,078 △ 11,882 △ 11,312

そ の 他 79 △ 293 △ 89 △ 399 △ 859

計 △ 5,808 △ 8,463 △ 10,803 △ 14,823 △ 12,636

（注）各年度事業年報Ａ表による
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（３）被保険者の年齢構成状況

表－３　県人口及び国保被保険者の年齢構成

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 （Ｃ） 構成比 （Ｄ） 構成比 （Ｂ）/（Ａ）

千人 ％ ％ ％ ％ ％

0～9 72 9.1 12,858 4.7 12,551 4.7 307 5.0 18

10～19 86 10.9 17,254 6.3 16,655 6.2 599 9.7 20

20～29 75 9.5 15,591 5.7 14,694 5.5 897 14.5 21

30～39 95 12.1 20,540 7.5 19,824 7.4 716 11.6 22

40～49 130 16.5 30,670 11.2 29,674 11.1 996 16.1 24

50～59 120 15.2 33,470 12.2 32,280 12.1 1,190 19.3 28

60～69 145 18.4 90,755 33.2 89,619 33.6 1,136 18.4 63

70～74 65 8.2 52,126 19.1 51,788 19.4 338 5.5 80

計 788 83.4 273,264 100.0 267,085 100.0 6,179 100.0 35

75～ 158 16.7

県人口計 945 100.0

（注）県人口：平成29年10月1日現在 出典：「人口推計」（総務省統計局）

　　　国保被保険者数：平成29年9月30日現在 出典：「国民健康保険実態調査　平成28年度」

　被保険者の年齢階層別加入状況を見ると、60歳以上の加入率が高く、70～74歳で
は、10人に8人が国保加入者となっている。
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２．保険給付状況

（１）医療費の費用額負担区分

表－４　医療費の費用額負担区分 （単位：千円）

療養の給付等 95,657,661 69,704,978 22,110,240 3,842,444

療養費等 1,722,104 1,266,608 383,276 72,220

計 97,379,766 70,971,586 22,493,515 3,914,664

療養の給付等 1,561,865 1,090,902 420,302 50,661

療養費等 28,251 19,856 7,316 1,079

計 1,590,116 1,110,758 427,618 51,740

（２）給付率

表－５　給付率 （単位：％）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

81.64 81.91 82.55 83.01 82.89

13.42 13.24 12.99 12.76 13.10

81.69 81.97 82.62 83.05 82.96

13.34 13.16 12.89 12.69 13.01

81.86 82.10 82.68 83.07 82.98

13.05 12.92 12.75 12.63 12.98

79.47 79.85 81.43 82.39 81.75

17.38 17.01 15.68 14.63 15.00

(注)年報Ｃ表、Ｆ表による。

老人保健による医療給付分は含めていない。

「給付率」及び「実質一部負担割合」は次により算出している。

給付率＝（保険者負担分＋高額療養費）÷費用額×100

実質一部負担割合＝（一部負担金（薬剤一部負担額含む）－高額療養費）÷費用額×100

給付率
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　医療費の費用額負担区分は表－４のとおりである。
　一般被保険者分・退職者医療分に区分され、全体の費用額に占める割合はそれぞれ98.4％、
1.6％となっている。

　医療給付費の費用額（他法優先を除く）に対する比率（給付率）は表－５のとおりである。
平成29年度は総数で82.89％となっている。
　これを市町村でみると、一般被保険者分で82.98％、退職被保険者分で81.75％となってい
る。

一般被保険者分

退職者医療分

費用額
保険者
負担分

一部
負担金

他法
負担分

(注)年報Ｃ表、Ｆ表による。
　　高額療養費は、「保険者負担分」欄に含めず、「一部負担金」欄に含めて集計している。



（３）高額療養費

表－６  高額療養費

件数
（件）

金額
（千円）

一件当た
りの金額
（円）

件数
（件）

金額
（千円）

件数
（件）

金額
（千円）

総数 152,212 10,176,355 66,856 8,428 180,407 27,365 298,673

一般 146,726 9,603,108 65,449 7,894 164,411 27,058 287,072

退職 5,486 573,247 104,493 534 15,996 307 11,601

総数 155,896 10,557,056 67,719 9,625 206,247 32,168 325,426

一般 152,042 10,157,370 66,806 9,171 193,457 31,910 317,990

退職 3,854 399,687 103,707 454 12,790 258 7,437

総数 158,526 9,951,813 62,777 9,450 198,608 39,399 370,698

一般 156,615 9,762,657 62,335 9,204 190,490 39,286 365,541

退職 1,911 189,156 98,983 246 8,118 113 5,157

※年報Ｃ表、Ｆ表による（数値は、市町村と組合の合計）。

29

28

27

　平成29年度における高額療養費は表－６のとおりである。総額で99億5,181万円と
なっており、前年度に比べ6億524万円減少している。 一件当たり額については、前年
に比べ4,941円減少となっている。

年度

合計

その他多数該当分

合算分



件数
（件）

金額
（千円）

件数
（件）

金額
（千円）

件数
（件）

金額
（千円）

件数
（件）

金額
（千円）

件数
（件）

金額
（千円）

17,747 1,562,103 16,116 1,531,367 33,411 4,530,441 17,967 549,471 31,178 1,523,894

16,677 1,468,088 14,756 1,399,200 31,812 4,279,030 17,629 531,066 30,900 1,474,241

1,070 94,015 1,360 132,167 1,599 251,410 338 18,405 278 49,652

18,655 1,768,032 16,244 1,485,827 33,078 4,612,982 20,720 610,611 25,406 1,547,931

17,864 1,684,922 15,377 1,401,521 32,154 4,461,607 20,422 594,155 25,144 1,503,717

791 83,110 867 84,306 924 151,374 298 16,455 262 44,214

18,670 1,732,142 15,435 1,367,647 32,416 4,367,634 23,489 615,507 19,667 1,299,578

18,284 1,693,148 15,019 1,326,007 31,947 4,297,098 23,325 607,156 19,550 1,283,218

386 38,994 416 41,640 469 70,536 164 8,351 117 16,360

単独分

他法併用分

その他入院分長期疾病分多数該当分



３．診療状況
　表－７～表－９は医療費分析の指標となる診療諸率を示している。

　 ※第１０表「医療の給付（診療費）諸率集計表（事業月報Ｃ・Ｆ表）」をもとに作成。

（１）受診率・一件当たり日数（表－７）

表－７ （単位：％） （単位：日）

入院 入院外 歯科 計 前年比 指数 入院 入院外 歯科 計

24 22.24 867.67 158.21 1,048.13 1.016 100 17.0 1.7 2.2 2.1

25 22.02 876.08 164.05 1,062.15 1.013 101 16.9 1.6 2.1 2.0

26 22.11 886.49 168.75 1,077.35 1.014 103 16.7 1.6 2.1 2.0

27 22.81 900.36 172.92 1,096.08 1.017 105 16.4 1.6 2.0 2.0

28 23.03 909.53 175.47 1,108.04 1.011 106 16.4 1.6 2.0 1.9

29 23.72 917.85 179.57 1,121.14 1.012 107 16.2 1.5 1.9 1.9

（２）一件当たり診療費（表－８）・一人当たり診療費（表－９）

表－８ （単位：円）

入院 入院外 歯科 計 対前年度比 指数

24 509,778 14,926 14,128 25,306 1.005 100

25 513,653 15,072 13,863 25,222 0.997 100

26 527,634 15,042 13,752 25,358 1.005 100

27 533,759 15,019 13,605 25,591 1.009 101

28 546,113 15,202 13,403 25,952 1.014 103

29 545,724 14,925 13,338 25,900 0.998 102

表－９ （単位：円）

入院 入院外 歯科 計 対前年度比 指数

24 113,383 129,507 22,353 265,242 1.021 100

25 113,108 132,043 22,741 267,892 1.010 101

26 116,646 133,342 23,207 273,195 1.020 103

27 121,750 135,220 23,526 280,496 1.027 106

28 125,773 138,269 23,519 287,561 1.025 108

29 129,434 136,989 23,952 290,375 1.010 109

　受診率は、被保険者100人当たりの受診件数のことである。
　平成24年度を100とした場合の指数で見ると、年々少しずつ増加している。
　一件当たり日数は、1レセプト当たりの平均受診日数を示している。

　一件当たり診療費は、レセプト1枚当たりの平均費用額である。
　一人当たり診療費は、被保険者一人当たりの平均費用額を示すものであり、
年々少しずつ増加している。

年
度

年
度

年
度

一件当たり日数受診率

一件当たり診療費　　

一人当たり診療費　　



４．退職者医療の状況

表－１０

単独世帯 混合世帯 計 本人 被扶養者 計

25 176,606 7,973 2,941 10,914 6.18 312,971 11,369 5,088 16,457 5.26

26 173,882 6,525 2,651 9,176 5.28 304,522 9,544 3,944 13,488 4.43

27 169,893 4,665 2,112 6,777 3.99 293,727 7,025 2,673 9,698 3.30

28 164,017 2,631 1,361 3,992 2.43 278,877 4,096 1,373 5,469 1.96

29 158,924 1,201 752 1,953 1.23 266,190 1,980 537 2,517 0.95

（注）各年度末現在

表－１１

一般 退職

25 95,844,701 6,884,646 100.61 87.66 319,933 377,448 1.2

26 97,353,774 5,974,133 101.57 86.77 329,224 388,460 1.2

27 101,069,849 4,990,177 103.82 83.53 348,827 420,757 1.2

28 99,384,458 3,194,506 98.33 64.02 353,753 411,451 1.2

29 97,379,766 1,590,116 97.98 49.78 360,754 391,365 1.1

（注）一人当たり療養諸費＝療養諸費／年間平均被保険者数

年
度

療養諸費(単位：千円) 一人当たり療養諸費(単位：円)

一般被
保険者

退職被
保険者

等

対前年度比(％)
一般被
保険者

退職被
保険者

等

比
(退職
/一般)

割合
(％)

全体分
退職被保険者等分

割合
(％)

　平成29年度における退職者医療の状況は表－１０、表－１１のとおりである。
　退職被保険者数は年々減少しており、全体の被保険者数に対する退職被保険者
等の占める割合は、平成29年度末で0.95％となっている。
　一方医療費面では、平成29年度の退職被保険者等１人当たり費用額が一般被保
険者の1.1倍となっている。

年
度

世帯数 被保険者数

全体分
退職者分


